
〔別添〕商業・法人登記事務に関するＱ＆Ａ 

令和 2 年 4 月 13 日  

 

【Ｑ】 今般の新型コロナウイルス感染症に関連し，定款で定めた時期に定時株

主総会を開催することができない状況が生じた場合には，改選期にある役員（任

期の末日が定時株主総会の終結の時までとされている取締役，会計参与及び監

査役）及び会計監査人の任期はどうなるのでしょうか。  

 

【Ａ】 今般の新型コロナウイルス感染症に関連し，定款で定めた時期に定時株

主総会を開催することができない状況が生じた場合には，その状況が解消され

た後合理的な期間内に定時株主総会を開催すれば足りるものと考えられます

（「定時株主総会の開催について」参照）。 

  そのような場合には，改選期にある役員（任期の末日が定時株主総会の終結の

時までとされている取締役，会計参与及び監査役）及び会計監査人の任期につい

ては，定時株主総会を開催することができない状況が解消された後合理的な期

間内に開催された定時株主総会の終結の時までとなるものと考えられます。 

 

＜毎年４月１日から翌年３月末日までを事業年度とし，定時株主総会は毎事業

年度末日の翌日から３か月以内に招集される株式会社の例＞ 

 当初予定していた時期（６月末）に定時株主総会を開催することができず，令

和２年７月２０日に開催した場合，当該定時株主総会において再任した役員に

ついてする役員の変更の登記の登記原因は，「令和２年７月２０日重任」となる

と考えられます。 

 

         出典：法務省ホームページ 

         http://www.moj.go.jp/hisho/kouhou/hisho06_00076.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.moj.go.jp/hisho/kouhou/hisho06_00076.html


参照：「定時株主総会の開催について」 

 

                         令和２年４月２日更新 

                         令和２年２月２８日 

 

 今般の新型コロナウイルス感染症に関連し，当初予定した時期に定時株主総

会を開催することができない状況が生じた場合における定時株主総会の開催に

ついて，以下のとおりお知らせします。 

 

１ 定時株主総会の開催時期に関する定款の定めについて 

  定時株主総会の開催時期に関する定款の定めがある場合でも，通常，天災そ

の他の事由によりその時期に定時株主総会を開催することができない状況が

生じたときまで，その時期に定時株主総会を開催することを要求する趣旨で

はないと考えられます。 

  したがって，今般の新型コロナウイルス感染症に関連し，定款で定めた時期

に定時株主総会を開催することができない状況が生じた場合には，その状況

が解消された後合理的な期間内に定時株主総会を開催すれば足りるものと考

えられます。なお，会社法は，株式会社の定時株主総会は，毎事業年度の終了

後一定の時期に招集しなければならないと規定していますが（会社法第２９

６条第１項），事業年度の終了後３か月以内に定時株主総会を開催することを

求めているわけではありません。 

   

２ 定時株主総会の議決権行使のための基準日に関する定款の定めについて 

  会社法上，基準日株主が行使することができる権利は，当該基準日から３か

月以内に行使するものに限られます（会社法第１２４条第２項）。 

  したがって，定款で定時株主総会の議決権行使のための基準日が定められ

ている場合において，新型コロナウイルス感染症に関連し，当該基準日から３

か月以内に定時株主総会を開催できない状況が生じたときは，会社は，新たに

議決権行使のための基準日を定め，当該基準日の２週間前までに当該基準日

及び基準日株主が行使することができる権利の内容を公告する必要がありま

す（会社法第１２４条第３項本文）。 

   

３ 剰余金の配当の基準日に関する定款の定めについて 

  特定の日を剰余金の配当の基準日とする定款の定めがある場合でも，今般

の新型コロナウイルス感染症に関連し，その特定の日を基準日として剰余金



の配当をすることができない状況が生じたときは，定款で定めた剰余金の配

当の基準日株主に対する配当はせず，その特定の日と異なる日を剰余金の配

当の基準日と定め，当該基準日株主に剰余金の配当をすることもできます。な

お，このように，剰余金の配当の基準日を改めて定める場合には，２の場合と

同様に，当該基準日の２週間前までに公告する必要があります（会社法第１２

４条第３項本文）。 

  

 ○ 参考情報 

 １ 議決権の行使方法について 

   株主は，株主総会に出席しないで，書面又は電磁的方法により議決権を行

使することも，会社法上，認められています（会社法第２９８条第１項第３号，

第４号）。 

 ２ ハイブリッド型の株主総会について 

   株主に株主総会の開催場所での参加を認めるとともに，株主がオンライン

で参加することも許容するいわゆるハイブリッド型の株主総会を開催する場

合の法的・実務的論点や具体的な実施方法等については，経済産業省のホーム

ページを御覧ください。 

 ３ 「株主総会運営に係る Q&A」の策定について 

   経済産業省及び法務省は，令和２年４月２日，今般の新型コロナウイルス

感染症に関連し，「株主総会運営に係る Q&A」を策定しました（経済産業省の

ホームページを御覧ください。）。 

  同 Q&A は，現時点の状況を踏まえ，新型コロナウイルスの感染拡大防止の

観点から，株主総会の運営上想定される事項についての考え方を示したもの

です。 

 

 


